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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

1) 基本的な考え方

当社グループは、「世界中の人々に最高のファイナンスとサービスを提供し、豊かな社会を築き上げることに貢献します」「常に前向きに、一生懸命
プロセスを積み上げることのできる、心豊かな人財を育成します」というミッションを掲げ、このミッションの達成に資するか否かという考え方を、経
営における意思決定の判断軸と位置づけております。

当社グループのミッションの達成には、株主をはじめ、お客様、お取引先様、従業員、社会等の当社グループを取り巻く全てのステークホルダーと
良好な関係を構築するとともに、その信頼を得ることが不可欠であり、そのためにはコーポレート・ガバナンスの充実が重要な経営課題の一つで
あるとの認識のもと、当社グループの継続的な成長及び収益性の向上を図りつつ、透明性と健全性を確保した企業運営に努めております。

2) 基本方針

(1) 株主の権利・平等性の確保

当社は、全ての株主に対して実質的な平等性を確保するため、積極的な情報開示や円滑な議決権行使ができる環境の整備等に努めておりま
す。

(2) 株主以外のステークホルダーとの適切な協働

当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、株主をはじめとする全てのステークホルダーとの協働が必要不可欠で
あると認識しております。

ステークホルダーとの協働を実践するため、当社グループのミッション及びビジョンを定めるほか、代表取締役社長をはじめとする経営陣が自らの
言葉で全従業員に対し直接説明を行う機会である「経営方針発表」を毎年開催し、経営陣が先頭に立って、ステークホルダーの権利や立場、企業
論理を尊重する企業風土の醸成に努めております。

(3) 適切な情報開示と透明性の確保

当社は、ディスクロージャーポリシーに基づき、市場からの信頼と適切な評価を獲得するため、当社の経営方針や事業戦略、業績及び財務に関わ
る情報を、公平に、正確に、迅速に、分かりやすく、かつ積極的に提供することを基本方針としております。法令に基づく開示を適切に行うととも
に、法令に基づく開示以外の情報であっても、株主や投資家の理解の助けになると当社が判断した情報については積極的に開示することとしてお
ります。また、情報の開示に当たっては、非財務情報も含め、正確で平易化かつ具体的な記述を行い、利用者にとって有用性の高い記載となるよ
う努めております。

(4) 取締役会等の責務

当社は、代表取締役社長をはじめとする経営陣や取締役に対する実効性の高い監督を行うとともに、経営陣による適切なリスクテイクを支える環
境整備を行い、企業戦略等の大きな方向性を示し、当社グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、収益力及び資本効率等の
改善を図ってまいります。

(5) 株主との対話

当社は、当社グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を果たすため、常日頃から株主と積極的な対話を行い、株主の意見や要
望を適切に反映させ、株主とともに当社グループを成長させていくことが重要であると認識しております。このため当社では、代表取締役社長を中
心とするＩＲ体制を整備し、当社グループの経営戦略や経営計画に対する理解を得るため、株主や投資家との対話の場を設けることとしておりま
す。更に、株主や投資家からの意見が適宜取締役会に報告され、当社の経営にフィードバックされる体制を構築してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

=====================================================================================

2019年６月26日現在の対応状況に基づき、以下のとおり更新いたしました。

（更新）補充原則１－２②、補充原則４－１③、補充原則４－３③

（削除）原則２－６、原則３－１、原則４－８、補充原則４－８②、補充原則４－10①、

　　　　 補充原則４－11③

=====================================================================================

【補充原則１－２②　召集通知の早期発送、発送前のウェブサイト掲載】（更新）

当社は、株主が株主総会の議案について十分検討できるよう、招集通知の早期発送に努めており、原則として株主総会開催日の３週間以上前に
発送することとしております。また、招集通知発送日前に、東京証券取引所のウェブサイト、議決権電子行使プラットフォーム及び当社ホームペー
ジに開示しております。なお、2019年６月開催の第４期定時株主総会招集通知につきましては、株主総会開催日の16日前発送となりました。

【補充原則１－２③　株主総会関連の日程の適切な設定】

当社は、監査役及び会計監査人による実効性のある監査のための十分な監査期間を確保するとともに、株主総会は株主との対話の場であるとい
う考えのもと、より多くの株主の参加が可能となるよう、株主総会関連の日程を適切に設定してまいります。

【補充原則４－１②　中期経営計画のコミットメント】

当社は、当社グループの経営環境及び経営戦略を有価証券報告書等において開示しておりますが、現在、中期経営計画の公表は行っておりま
せん。当社は中期経営計画が株主に対するコミットメントであることを充分に認識しており、今後、公表を検討してまいります。

【補充原則４－１③　最高経営責任者の後継者計画の監督】（更新）

当社は、現在、最高経営責任者等の後継者計画の策定を行っておりません。2020年３月期に設置した独立社外取締役が過半数を占める指名報
酬委員会において、後継者候補の育成計画の策定及び監督を検討してまいります。計画の策定にあたっては、充分な時間と資源をかけて後継者



候補の育成が行われていくよう努めてまいります。

【補充原則４－３③　最高経営責任者を解任するための客観性・適時性・透明性ある手順の確立】（更新）

当社は、現在、最高経営責任者がその機能を十分発揮していないと認められる場合における、解任手続き等を定めておりません。2020年３月期
に設置した独立社外取締役が過半巣を占める指名報酬委員会において、代表取締役社長を含む役員の解任基準等の策定を検討してまいりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

=====================================================================================

2019年10月15日現在の対応状況に基づき、以下のとおり更新いたしました。

（更新）原則５－１（問合せ先責任者の人事異動に伴う更新）

=====================================================================================

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、原則として政策保有株式としての上場株式を保有しない方針であり、現在も保有しておりません。政策保有が必要となる場合、政策保有
株式にかかる議決権の行使に関しては、取締役会で議案の内容を精査し、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合って
いるか等を具体的に精査し、保有の適否を検証したうえで合理的に判断し、適切に開示してまいります。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者取引管理規程を定め、当社の役員や主要株主との取引（関連当事者間の取引）において利益相反が生じる場合は、取締役
会による審議及び決議を要することとしており、審議にあたっては、社外取締役や監査役から充分な意見を求めております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、現在、独自に企業年金を運用していないため、アセットオーナーには該当いたしません。

なお、当社は、従業員の安定的な資産形成を目的として、企業型確定拠出年金制度を導入しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）会社のめざすところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社グループの経営理念（ミッション）は「世界中の人々に最高のファイナンスとサービスを提供し、 豊かな社会を築き上げることに貢献します。」

「常に前向きに、一生懸命プロセスを積み上げることのできる、心豊かな人財を育成します。」であります。詳細は当社ウェブサイトにおいて開示し
ております。

https://www.premium-group.co.jp/philosophy/

また、当社グループの経営戦略等は、有価証券報告書等において開示しております。

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については本報告書の「Ⅰ．１．基本的な考え方」に記載しております。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役の報酬等は、定款に基づき株主総会によって決議された報酬総額の範囲内で、役位及び業績、報酬相場等を考慮したうえで、取締役会で
の審議に基づき決定しております。監査役の報酬等は、定款に基づき株主総会によって決議された報酬総額の限度額の範囲内で、常勤、非常勤
の別、業務分担の状況を考慮し、監査役会において決定しております。

なお、2020年３月期に設置した独立社外取締役が過半数を占める指名報酬委員会において、役員報酬の基本方針、水準及び手続きの策定を実
施し、取締役会において当該基準の制定等を行ってまいります。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

【経営陣幹部の選解任方針及び選解任方針】

執行役員は、当社グループの経営理念を充分に理解し、その役割、責務を果たすために充分な知識と経験を有することを前提とし、代表取締役
社長による提案に基づき、取締役会が選任しております。また、執行役員は、執行役員として不正、不当あるいは背信を疑われる行為があったと
き、当社の就業規則に定める解雇または諭旨解雇及び懲戒解雇基準に該当するとき、法令及び定款その他社内規程等に反する行為があったと
き、事業上の都合により解任が必要と取締役会が判断したとき及びこの他執行役員としてふさわしくないと取締役会が判断したとき、取締役会の
決議により解任することとしております。

【取締役及び監査役候補の指名にあたっての方針及び手続】

取締役は、当社グループの経営理念を充分に理解し、その役割、責務を果たすために充分な知識と経験を有すること、法令及び企業倫理の遵守
に徹する見識を有すること等を総合的に判断したうえで、取締役会が取締役候補者を指名いたします。

監査役は、当社グループの健全な経営と社会的信用の維持向上に努めること、独立の立場から、中立的かつ客観的な視点により取締役の職務
執行全般を監査し、経営の健全性確保に貢献できること等を総合的に判断し、監査役会の同意を得たうえで取締役会が指名いたします。

いずれも社外取締役の意見を充分に踏まえ、決定しております。

なお、取締役及び監査役は、会社法に定める欠格事由への抵触、暴力団等反社会的勢力に関与することが判明した場合等にその資格を失い、
会社法に基づく解任手続を実施いたします。

当社は、2020年３月期に設置した独立社外取締役が過半数を占める指名報酬委員会において、役員の選解任基準及び手続きの整備を実施し、
取締役会において当該基準の制定等を行ってまいります。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役候補者及び監査役候補者は、経営者としてふさわしい品格や知見、能力を兼ね備えているだけでなく、当社グループのカルチャーに共鳴
する人物であるか等を総合的に判断したうえで、候補者として指名しております。特に社外取締役については、少数株主保護が適切に図られてい
るか等、経営に対する監督及び意見を厳しい目で行えることを重要な要素と考えております。

なお、個々の選任理由につきましては、以下のとおりです。

▼代表取締役　柴田洋一

当社グループの創業者であり、経営者として豊富な経験と見識を兼ね備え、グループ全体の事業及び経営を熟知し、社外取締役の増員や監査役
会設置会社への移行等、ガバナンス体制の強化に率先して努めていることから、代表取締役として当社グループ経営の重要事項の決定及び業
務執行の監督に充分な役割を果たすことが期待されるため。

▼取締役　土屋佳之

当社グループ創業メンバーの一員であり、営業、債権管理、与信等について豊富な経験と見識を有し、取締役として当社グループ経営の重要事
項の決定及び業務執行の監督に充分な役割を果たすことが期待されるため。



▼取締役　大貫徹

当社グループ創業メンバーの一員であり、経営企画、コーポレート（法務・コンプライアンス、人事、システム等）、与信等について豊富な経験と見
識を有し、取締役として当社グループ経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に充分な役割を果たすことが期待されるため。

▼取締役　齊藤邦雄

当社グループ創業メンバーの一員であり、営業、与信等について豊富な経験と見識を有し、取締役として当社グループ経営の重要事項の決定及
び業務執行の監督に充分な役割を果たすことが期待されるため。

▼社外取締役　中川二博

株式会社リクルート（現株式会社リクルートホールディングス）で事業及び経営に長年携わったことによる豊富な経験と見識を有し、社外取締役と
して当社経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に充分な貢献が期待されるため。

▼社外取締役　堀越友香

弁護士としての職務を通じて培われた法務に関する専門的な知識及び豊富な経験を有しており、社外取締役として当社経営の重要事項の決定及
び業務執行の監督に充分な貢献が期待されるため。

▼監査役　亀津敏宏

当社連結子会社であるプレミアファイナンシャルサービス株式会社をはじめ事業会社の経理部門に長年在籍し、財務及び会計に関する豊富な経
験と見識を有しており、取締役の業務執行の適法性、会計監査の相当性を客観的な視点から公正に判定するとともに、有益な助言による当社経
営の健全性確保に充分な貢献が期待されるため。

▼社外監査役　樋口節夫

公認会計士としての職務を通じ培われた財務・会計に関する専門的な知識及び豊富な経験を有しており、取締役の業務執行の適法性、会計監査
の相当性を客観的な視点から公正に判定するとともに、有益な助言による当社経営の健全性確保に充分な貢献が期待されるため。

▼社外監査役　森脇敏和

金融会社において長年事業及び経営に携わったことによる豊富な経験と見識を有し、取締役の業務執行の適法性、会計監査の相当性を客観的
な視点から公正に判定するとともに、有益な助言による当社経営の健全性確保に充分な貢献が期待されるため。

【補充原則４－１①　経営陣への委任範囲の明確化と概要の開示】

当社は、法令及び社内規程上、取締役会における決議事項とすることが定められている事項等を除き、経営における責任体制の明確化及び意思
決定の迅速化を目指して、当社グループの業務執行に関する決定について、代表取締役社長又は担当取締役にその権限を委譲しております。
決定に際しては、当社グループの取締役、執行役員及び部長等から構成され、当社代表取締役社長代表執行役員が議長を務めるグループ執行
役員会議等で充分に協議することとしております。なお、意思決定や決裁権限に関する事項は職務権限規程において定めております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、社外取締役の独立性について、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満たすことを前提としながら、少数株主の保護や当社
グループの事業課題に対する積極的な提言及び問題提起を期待することができるか否かといった観点から候補者を選定しております。

また、当社の独立社外取締役は、当社グループの事業と親和性の高い事業会社において事業及び経営に長年携わったことによる豊富な経験、ま
た金融法務や企業法務全般、危機対応に精通した弁護士としての高い専門性を有しており、社外取締役として当社経営の重要事項の決定に際
し、適切な助言及び意見具申を行っております。

なお、2020年３月期に設置した独立社外取締役が過半数を占める指名報酬委員会等において、独立社外取締役の独立性判断基準及び資質に
ついて検討してまいります。

【補充原則４－11①　取締役会全体のバランス、多様性、規模に関する考え方】

当社は、当社グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、重要な意思決定と経営全般の監督に必要となる多様な視
点、豊富な経験、高い見識及び専門性をもったメンバーで取締役会を構成いたします。

当社は、現在、当社グループにおける主力事業の経験者を中心に各分野に精通した取締役４名と、弁護士や企業経営等の経験者であり、客観性
及び高い専門性を備えた視点に基づいた意見が期待できる社外取締役２名（うち女性取締役１名）により、取締役会を構成しております。なお、当
社は、定款が定める10名を上限として、取締役会が取締役候補者を指名しております。

【補充原則４－11②　取締役・監査役の兼任状況】

当社は、取締役及び監査役の責務が充分に果たされるよう、社外取締役及び社外監査役に対し、定期的に兼任状況の確認を実施しております。
なお、社外取締役及び社外監査役の他社での兼任状況は、株主総会召集通知、有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書
等を通じ、開示を行っております。

他の会社の役員を兼務している社外取締役及び社外監査役もおりますが、その役割・責務を適切に果たすうえで支障はないものと考えておりま
す。

また、取締役（社外取締役を除く）及び常勤監査役は、当社の関係会社以外の他の上場会社の役員は兼務しておらず、取締役及び常勤監査役の
業務に専念できる体制としております。

【補充原則４－11③　取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社は、取締役会評価に関する規程に基づき、取締役会全体に対する実効性評価・分析を定期的に行っております。2019年３月期については、
以下の要領で実施いたしました。

（１）評価対象期間　：　自　2018年４月１日　至　2019年３月31日

（２）評価対象　　　 ：　評価期間内における当社取締役会の活動状況

（３）評価者　　　　 ：　すべての取締役及び監査役（計９名）

（４）実施期間　　　 ：　自　2019年４月２日　至　2019年４月25日

（５）実施方法　　　 ：　以下の４つの大項目に係る個別の設問に対し、５段階評価及び自由記入のアンケート形式で回答

　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ．取締役会の構成に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ．取締役会の運営に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ．取締役会の議案に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｄ．取締役会を支える体制に関する事項

また、2020年３月期のアクションプランとして、以下の項目を選定し、取締役会においてその決定をいたしました。

（１）中長期計画等、重要事項に関する審議時間を確保する施策の実施

（２）指名報酬委員会において、役員の選解任基準の策定実施

（３）指名報酬委員会において、役員報酬の基本方針、水準及び決定手順の策定実施

（４）取締役会に附議する議案の範囲の見直しの実施

【補充原則４－14②　取締役・監査役のトレーニングの方針】

当社は、新任の取締役（社外取締役を除く）候補を対象として、株主総会で選任される前に、新任役員を対象とした外部機関による研修の受講を
義務付けております。また、社外取締役及び社外監査役を新たに迎える際は、当社グループが属する業界並びに当社グループの歴史、事業概



要、財務、組織及び戦略等に関する研修を行い、当社グループへの理解を深めることとしております。この他、取締役及び監査役全員を対象とし
て、年１回以上、それぞれ外部機関を活用した研修の機会を設け、取締役、監査役及びの知識及び能力の向上を図っております。

更に、当社グループの取締役（社外取締役を除く）、執行役員及び執行役員候補者に対し、トップマネジメントに求められるリーダーシップや経営ス
キルを習得することを目的とした研修を行っております。

なお、取締役、監査役及び執行役員に対しては、自己啓発等を目的として、外部セミナーへの参加、外部団体への加入等への参加を推奨するとと
もに、取締役、監査役及び執行役員の請求等により、社内規程等に基づき、当社においてその費用を負担しております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】（更新）

当社は、株主との建設的な対話には合理的な範囲で前向きに対応してまいります。

当社の株主との対話全般は、代表取締役社長が中心となり、面談を行う株主の所有株式数、規模等に応じ、主に代表取締役社長や取締役が対
応しております。

また、当社は実効性あるＩＲ活動を実施するため、担当取締役が統括する広報・ＩＲ部門において実務を行っております。株主との対話を補助すべ
く、広報・ＩＲ部門と経営統括、コーポレート統括、総務、経理及び法務コンプライアンスの各部門が適宜連携する体制を整備しております。

株主との対話に関する取組としては、決算説明会や当社ホームページにおける情報開示の実践等のほか、株主が当社グループの現状等に関す
る理解を深められるよう積極的にＩＲ活動を展開しております。具体的には、機関投資家やアナリストとの対話について、状況に応じて機関投資家
向け個別ミーティングやアナリスト説明会等を開催し、主に代表取締役社長又は取締役が直接対話を実施しております。また、個人投資家との対
話の場として、証券会社等が主催する個人投資家向け会社説明会やオンラインセミナーに積極的に参加し、個人投資家の前で、代表取締役社長
及び取締役が自らの言葉で当社グループの現状等について説明を行う機会を設けております。なお、個人投資家向けのＩＲイベントは、当社ホー
ムページにおいてそのスケジュールを開示しております。

　　　http://ir.premium-group.co.jp/ja/calendar.html

加えて、日本株市場で一定の取引量を持つ海外投資家に対しても、電話での個別ミーティングや英語翻訳資料の作成、英語版のホームページを
通じた情報発信などを実施しております。

また、当社は、株主との対話を通じて把握できた意見等について、広報・ＩＲ部門が取り纏め、必要に応じて取締役会に報告し、情報共有及び経営
改善を図ることとしております。

この他、対話に際してのインサイダー情報の管理について、インサイダー取引防止規程に基づき、未公開情報の厳格な管理を実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,434,300 18.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,180,900 8.93

株式会社リクルート 600,000 4.54

野村信託銀行株式会社（投信口） 515,800 3.90

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５３０３ 399,800 3.02

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 388,700 2.94

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５０１９ 320,000 2.42

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ １３４０８８ 281,300 2.12

株式会社あおぞら銀行 258,600 1.95

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 258,600 1.95

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 その他金融業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はございません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中川　二博 他の会社の出身者 △

堀越　友香 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中川　二博 ○

同氏は株式会社リクルート（現株式会社リ
クルートホールディングス）の執行役員及
び同社子会社の役員を歴任しており、同
社の100％子会社である株式会社リク
ルートマーケティングパートナーズ（同氏
が過去に執行役員として在籍）は当社の
子会社であるプレミアファイナンシャル
サービス株式会社との間で中古車修理保
証制度「カーセンサーアフター保証」の販
売促進を図る目的で業務委託契約を締結
しております。なお、株式会社リクルート
ホールディングスと当社との間に直接的な
取引はなく、また株式会社リクルートマー
ケティングパートナーズとプレミアファイナ
ンシャルサービス株式会社取引額につい
ては、双方の収益及び費用に占める割合
が小さいため、「上場会社を主要な取引先
とする者又はその業務執行者」及び「上場
会社の主要な取引先又はその業務執行
者」には該当しておりません。

株式会社リクルート（現株式会社リクルートホー
ルディングス）で事業及び経営に長年携わった
ことによる豊富な経験と見識を有し、当社経営
の重要事項の決定及び業務執行の監督に充
分な役割を果たすことが期待されるため、社外
取締役に選任しております。なお、東京証券取
引所の定める独立役員の独立性基準を満たし
ており、独立役員として指定するものでありま
す。

堀越　友香 ○

同氏は弁護士法人中央総合法律事務所
パートナーを兼務しております。同事務所
と当社との間には特別の関係はありませ
ん。

弁護士としての職務を通じて培われた法務に
関する専門的な知識及び豊富な経験を有して
おり、当社経営の重要事項の決定及び業務執
行の監督に充分な役割を果たすことが期待さ
れるため、社外取締役に選任しております。な
お、東京証券取引所の定める独立役員の独立
性基準を満たしており、独立役員として指定す
るものであります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、2019年６月26日に任意の委員会である指名報酬委員会を設置いたしました。当該委員会が指名委員会と報酬委員会の双方の機能を
担っております。

代表取締役社長を含む役員の選解任基準や手続き、最高経営責任者の後継者計画の策定、独立社外役員の独立性基準、役員報酬の基本方針
や水準、決定の手順等の策定及び業績連動報酬制度の導入等について、指名報酬委員会において充分に議論をしたうえで答申し、その内容を
踏まえ、取締役会において役員の報酬等の方針について決定する予定であります。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は、いわゆる三様監査（内部監査、監査役監査及び会計監査）の有効性と効率性の向上を図るため、内部監査人、監査役及び会計監査人
が、会計監査や業務監査を通じた連携を確保し、定期的なミーティングの実施や必要に応じた意見交換を行うことで、経営活動全般を対象とした
監査の質の向上を強化しております。

社外監査役の選任状況 選任している



社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

樋口　節夫 公認会計士 △

森脇　敏和 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

樋口　節夫 ○

同氏は樋口節夫公認会計士事務所所長
及びソーシャルワイヤー株式会社社外監
査役、株式会社フコク社外取締役等を兼
務しております。いずれの会社も当社との
間に特別な関係はございません。2011年
７月１日から2017年３月31日まで、同氏と
当社の子会社であるプレミアファイナン
シャルサービス株式会社との間に、会計
処理業務及び決算業務に関する調査・指
導を目的に業務提携契約を締結しており
ましたが、取引条件は一般的取引条件と
同様に決定しており、その支払額も多額で
はないことから、当社と同氏及び同社との
間に特別な利害関係はございません。

公認会計士としての職務を通じて培われた財
務・会計に関する専門的な知識及び豊富な経
験を有しており、社外監査役として、取締役の
職務の執行の監査に充分な役割を果たすこと
が期待されるため、選任しております。なお、東
京証券取引所の定める独立役員の独立性基
準を満たしており、独立役員として指定するも
のです。

森脇　敏和 ○

同氏は株式会社あおぞら銀行本店営業
第六部長等を歴任しております。

当社及び子会社プレミアファイナンシャル
サービス株式会社は、株式会社あおぞら
銀行ほかを契約の相手先として借入人契
約を締結しておりますが、同氏は2005年９
月に同社を退職しており、10年以上経過し
ていることから、当社と同氏及び同社との
間に特別な利害関係はございません。

長年事業及び経営に携わったことによる豊富
な経験と見識を兼ね備えており、社外監査役と
して、取締役の職務の執行の監査に充分な役
割を果たすことが期待されるため、選任してお
ります。なお、東京証券取引所の定める独立役
員の独立性基準を満たしており、独立役員とし
て指定するものです。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

なし

【インセンティブ関係】



取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、会社の利益が役職員の利益と一体となるよう、職務に精励する動機づけを目的として導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

ストックオプションは、役職員の当社グループの企業価値向上に対する士気を高めることを目的として実施したものです。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、個別報酬の開示は行っておりません。なお、取締役及び監査役の報酬等はそれぞれ総
額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等は、定款に基づき株主総会によって決議された報酬総額の限度額の範囲内で、役位及び業績、報酬相場等を考慮したうえで、取
締役会での審議に基づいて決定しております。

監査役の報酬等は、定款に基づき株主総会によって決議された報酬総額の限度額の範囲内で、常勤、非常勤の別、業務分担の状況を考慮して、
監査役会において決定しております。

なお、当社は2019年６月26日開催の取締役会において任意の指名報酬委員会を設置いたしました。役員報酬の基本方針及び水準、決定の手順
等の策定、業績連動報酬制度の導入等について、指名報酬委員会において充分に議論をしたうえで答申し、その内容を踏まえ、取締役会におい
て役員の報酬等の方針について決定する予定であります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社は、社外取締役や社外監査役が社内との連絡及び調整を行う際、各担当取締役や常勤監査役又は役員秘書等を通じ、社内の各部門が社
外取締役や社外監査役の依頼を受け付けられる体制を整えております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社であり、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置しておりま
す。また、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性を高めることを目的として、取締役会の諮問機関である指名報酬委員
会を設置しております。代表取締役直下に独立した立場で組織の内部管理体制の適正性を総合的・客観的に評価する内部監査部門を設置して
いるほか、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離するため、執行役員制度を導入しております。

（取締役・取締役会）

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名（うち女性取締役１名）で構成され、法令、定款、取締役会規程その他の社内規程等に従
い、重要事項を決定するとともに、取締役及び執行役員の業務執行を監督しております。

当社は、原則として１ヵ月に１回取締役会を実施し、必要に応じ随時に開催することにより、取締役間の意思疎通を図っております。2019年３月期
は取締役会を21回開催いたしました。全取締役及び全監査役が全回出席し、決裁基準に基づく個別議案の決議のほか、経営上の重要事項（投
資・資本政策等）について議論及び決議を行いました。

なお当社は、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できるようにするため、取締役の任期を１年としております。

（指名報酬委員会）

当社は、取締役の選解任・報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性を高めることを目的として、2019年６月26日に開催された取締役会に
おいて、諮問機関である指名報酬委員会を設置いたしました。

指名報酬委員会は、取締役会の構成、取締役の選解任、代表取締役を含む取締役の選定・解職の方針及び基準、社外取締役の選解任基準、取
締役の報酬体系及び報酬方針の決定、最高経営者の後継者計画策定及び運用等、経営上の重要事項で、取締役会が必要と認め諮問した事項
について審議し、取締役会に提言・助言を行う機関であります。当社は、当委員会の活動状況につき、適宜開示してまいります。

（監査役会）

当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されております。

監査役は、取締役会への出席のほか、常勤監査役によるグループ執行役員会議等の重要な会議への出席や重要書類の確認等を通じて会社の
状況を把握するとともに、重要な意思決定の過程と業務執行の状況の確認を行い、法令、定款及び社内規程等に準拠していることを監査しており
ます。



また、監査役は、会計監査人と定期及び随時に会合を持ち、報告を受けるとともに、適宜意見交換を行う等緊密な連携を図り、不適切な会計処理
の予防監査にも努めております。

なお、当社は監査役の任期を４年とし、また監査役会の実効性を高めるため、社外監査役に公認会計士を１名選任しております。

（会計監査人）

2019年３月期における会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題につい
て随時相談、検討を実施いたしました。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の指定有限責任社員・業務執行社員と当社の間
に特別な利害関係はなく、継続監査役年数が７年を超える者はおりません。

なお、2019年６月26日付で有限責任監査法人トーマツは任期満了による退任となり、当社はPwCあらた有限責任監査法人を会計監査人に選任い
たしました。

（内部監査部門）

当社は、代表取締役直下に業務ラインから独立した内部監査部門として内部監査室（部門員２名）を設置しております。内部監査室は、業務運営
の適切性及び資産の健全性の確保を目的として、事業年度ごとに立案する内部監査計画に基づき、内部監査人が当社各部門及び当社関係会社
の業務執行状況について、コンプライアンス・情報管理・業務プロセス等の観点から内部監査を実施しております。実施結果は都度代表取締役に
報告され、必要に応じ被監査部門へ再発防止策や抜本的な改善策の策定とそれらの実効を要請し、適正化に向けた実効性ある内部監査活動の
推進に取り組んでおります。

（グループ執行役員会議）

当社は、取締役会の意思決定の迅速化・効率化に資するよう、業務執行に関する重要事項に関し多面的に検討を行う機関として、グループ執行
役員会議を設置しております。

グループ執行役員会議は、定められた業務分掌に基づき担当業務を執行する当社及び当社子会社の執行役員を中心に代表取締役が指名した
者で構成され、代表取締役社長による重要事項の決定にあたっての諮問機関としての位置づけ及び執行役員間の情報共有や協議の場として有
効に機能しております。グループ執行役員会議は、常勤監査役も出席して原則月１回開催しております。

なお、執行役員の任期は１年としております。

▼責任限定契約について

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間において、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定することができる旨定款に定めております。当該定款の規定に基づき、社外取締役２名、常勤監査役１名、社外監査役２名
と、責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役、監査役のいずれについても金100万円以上であらか
じめ定めた額又は法令が規定する額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該取締役及び監査役が
責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会が適切な意思決定と監督機能を発揮するとともに、監査役による適法性・妥当性監査の組合せが、当社グループ全体の経営監
視機能として有効であるとの判断のもと、監査役会設置会社制度を採用しております。また、当社グループを取り巻く経営環境の変化に迅速に対
応するため、執行役員制度を採用し、取締役及び執行役員並びに取締役会の機能及び責任を明確にするとともに、機動的な業務執行を行い、意
思決定の迅速化とコーポレート・ガバナンスの両立を図っております。

以上を理由として、当社では現状のコーポレート・ガバナンス体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主が総会議案の充分な検討時間を確保することができるよう、招集通知の早期発送に
努め、原則として開催日の３週間以上前の発送を実施しております。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会は、株主との対話の場であるという考えのもと、より多くの株主の参加が可能と
なるような株主総会会場の使用可否等を勘案し、株主総会の開催日を設定してまいりま
す。

電磁的方法による議決権の行使
当社は、郵送、インターネット及びスマートフォンにより議決権行使ができる環境を整備し
ております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、当社の株主における機関投資家や海外投資家の比率等を踏まえ、2019年６月
開催の第４期定時株主総会から、議決権電子行使プラットフォームを利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
当社は、当社の株主における海外投資家の比率等を踏まえ、株主総会招集通知の一部
を英訳し、東京証券取引所のウェブサイト、議決権電子行使プラットフォーム及び当社
ホームページに掲載しております。

その他 該当事項はございません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社はディスクロージャーポリシーを制定し、当社ホームページにおいて開示
しております。

http://ir.premium-group.co.jp/ja/policy.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催

当社は、個人投資家との対話の場として、証券会社等が主催する個人投資家
向け会社説明会やオンラインセミナーに積極的に参加し、個人投資家の前で、
代表取締役社長及び取締役が自らの言葉で当社グループの現状等について
説明を行う機会を設けております。なお、個人投資家向けのＩＲイベントは、当
社ホームページにおいてそのスケジュールを開示しております。

http://ir.premium-group.co.jp/ja/calendar.html

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、第２四半期及び通期決算時に決算説明会を開催することとし、代表取
締役社長から直接、決算概要及び経営戦略等を説明しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現状、開催する予定はございませんが、海外投資家比率等を勘案し実施を検
討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載

当社グループの現状等に関する理解を深めていただくべく、

適時開示情報、有価証券報告書・四半期報告書、決算説明会資料、株主総会
情報等を掲載しております。

http://ir.premium-group.co.jp/ja/library.html

IRに関する部署（担当者）の設置

当社は、実効性あるＩＲ活動を実施するため、担当取締役が統括する広報・ＩＲ
部門において実務を行っております。また、株主との対話を補助すべく、広報・Ｉ
Ｒ部門と経営統括、コーポレート統括、総務、経理及び法務コンプライアンスの
各部門が適宜連携する体制を整備しております。

その他 該当事項はございません。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況



補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、株主をはじめ
とする全てのステークホルダーとの協働が必要不可欠であると認識しております。ステーク
ホルダーとの協働を実践するため、当社グループのミッション及びビジョンを定めるほか、
代表取締役社長をはじめとする経営陣が自らの言葉で全従業員に対し直接説明を行う機
会である「経営方針発表」を毎年開催し、経営陣が先頭に立って、ステークホルダーの権利
や立場、企業論理を尊重する企業風土の醸成に努めております。

なお、ミッション及びバリューは当社ホームページにおいて開示しております。

http://www.premium-group.co.jp/philosophy/

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は、環境問題への取組みを、人類共通の課題であり、企業の存在と活動に必須の要
件であると認識し、「持続可能な発展」に向け、自主的、積極的に活動しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、ディスクロージャーポリシーに基づき、市場からの信頼と適切な評価を獲得するた
め、当社の経営方針や事業戦略、業績及び財務に関わる情報を、公平に、正確に、迅速
に、分かりやすく、かつ積極的に提供することを基本方針としております。法令に基づく開
示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報であっても、株主や投資家の理解
の助けになると当社が判断した情報については積極的に開示することとしております。ま
た、情報の開示に当たっては、非財務情報も含め、正確で平易かつ具体的な記述を行い、
利用者にとって有用性の高い記載となるよう努めております。

その他

当社は、個々の役職員の持つ多様性を認め、個性を活かし、個々の能力を発揮できるよう
な会社とすることで、会社の持続的成長や発展を目指すことを、ダイバーシティ推進の方針
としております。当社グループは、子育てと仕事の両立につながる育児支援及び福利厚生
の充実等に努めるほか、2016年11月には女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し、当
社ホームページにおいて開示しております。また、2019年４月に「Lean in Premium」プロ

ジェクトチームを発足し、女性従業員のキャリアへの意識改革等に積極的に取り組んでま
いります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムに関する基本的方針を以下のとおり定め、かかる体制の下で当社及び当社の連結子会社（以下「当社グループ」といい
ます。）の業務の適法性・効率性の確保並びにリスクの管理に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて不断の見直しを行い、そ
の改善・充実を図ります。

1.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a.当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として１ヵ月に１回定時取締役会を実施し、必要に応じて随時取締役会を開催することにより、取締役間
の意思疎通を図るとともに、社外取締役を含む取締役会の構成員により代表取締役の業務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止しま
す。

b.取締役会の決議により定めたコンプライアンス担当役員は、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス上の課題・問題把握に努め、当
社のコンプライアンス体制を推進します。また、コンプライアンス担当役員は、当社の行動基準等の周知徹底、コンプライアンスへの意識・関心の
向上及び正しい知識の付与並びに取締役及び使用人の倫理意識を高めることを目的に、社内においてコンプライアンス研修を実施します。

c.内部監査部門は、取締役及び使用人による職務執行を監査し、法令・定款違反行為を未然に防止します。

d.監査役は、「監査役監査基準」及び監査計画に基づき、取締役の職務執行を監査します。

e.当社は、取締役及び使用人が法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実について直接通報をすることができる手段とし
て、「内部通報規程」に基づき、内部通報制度を運用します。

2.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a.取締役の職務の執行に係わる情報を、文書又は電磁的記録（以下、「文書等」といいます。）に記載又は記録し、「文書管理規程」に基づき経営
上重要な機密文書として保存し、管理します。

b.前項の文書等について、取締役、監査役が必要に応じて閲覧できる状態に管理します。

3.当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a.当社グループの経営目標達成の阻害要因となるリスクに対して、そのリスクを把握し、適切に評価して管理するため、「リスク管理規程」に基づ
き、取締役会の決議によりリスク管理担当役員を定め、リスク管理委員会を設置し、リスクの軽減及び損失の危険発生の未然防止等に積極的に
取り組むものとします。

b.前項のリスクが顕在化した場合には、危機対応統括部門が直ちに危機対応方針を定め、事実関係の調査、危機への対処、再発防止策の策定
及び実施を行います。また、特に重大なリスクが顕在化した場面においては、代表取締役が対策委員会の設置を行うなど、弁護士等の社外専門
家の助言を受けて迅速な対応を行い、事態の悪化や損失の拡大を最小限にする体制を構築します。

4.当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.取締役会の決議に基づく職務執行については、社内規程等に基づき、その責任者及び権限等を定め、効率的且つ円滑な職務の執行が行われ
る体制を構築します。

b.適切且つ迅速な意思決定を可能とするために情報システムを整備します。

c.原則として１ヵ月に１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、各部門において生じる問題の解決を適時且つ適切に行
います。これにより、その担当職務の効率化を図り、全社的な業務の効率化を図ります。

d.取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役を招聘します。

e.中期経営計画及び各年度予算を策定し、代表取締役以下の取締役は、その達成に向けて職務を遂行し、取締役会にてその進捗、実績報告を
行います。

5.当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

a.当社は、「関係会社管理規程」を制定し、当該規程に基づいて子会社の経営管理全般を所管する部門を設置し、子会社の事業運営に関する重
要な事項について子会社から報告を受け、協議を行い、子会社の遵法体制その他その業務の適正を確保するための体制の整備に係る指導及び
支援を行います。

b.当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社等の事業運営、リスク管理、コンプライアンス等の経営上の重要事項については、当社の承認
又は当社への報告を必要とするほか、特に重要な事項については当社の取締役会への付議を行うものとし、業務の適切性及び効率性を確保す
る体制を構築します。

c.当社の内部監査部門は、子会社を含む当社グループ全体の業務の適正性について監査を行い、法令・定款違反行為を未然に防止します。

d.当社の監査役は、連結経営の視点を踏まえ、往査を含めた子会社の監査を行います。

6.当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性
に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

a.監査役が必要とした場合、代表取締役は監査役の職務を補助する使用人を選任します。

b.監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動・評価等については、監査役が同意権をもつものとし、取締役と監査役が意見交換を行い決定し
ます。

c.監査役から監査役の職務を補助することの要請を受けた使用人は、その要請に関して取締役の指揮命令を受けないのものとします。

7.当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

a.当社の取締役及び使用人は、当社に対して著しい損害を及ぼす事実、経営及び内部監査に関連する重要な事実、重大な法令・定款違反、その
他取締役又は使用人が重要と判断する事実が発生した場合には、速やかに当社の監査役に報告するものとします。また、前述に関わらず当社の
監査役は、必要に応じて当社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができるものとします。なお、「内部通報規程」に基づき、上記報告者
は当該報告の実施を理由として不当な取扱いを受けることがないものとします。

b.監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他重要な会議に出席し、必要に応じて取締役及び使用
人にその説明を求めることができるものとします。

c.重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供するものとします。

d.当社の子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社グループに対して著しい損害を及ぼす事実、経営及び内部監査に関連する重要な事実、
重大な法令・定款違反、その他当社の子会社の取締役、監査役又は使用人が重要と判断する事実が発生した場合には、速やかに当社の監査役
に報告するものとします。また、前述に関わらず当社の監査役は、必要に応じて当社の子会社の取締役、監査役及び使用人に対して報告を求め
ることができるものとします。なお、「内部通報規程」に基づき、上記報告者は当該報告の実施を理由として不利な取扱いを受けることがないものと
します。



8.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a.監査役は、取締役会に出席するほか、必要と認められる重要な会議に出席します。

b.監査役と代表取締役は、相互の意思疎通を図るために定期的な意見交換を実施します。

c.監査役は、原則として１ヵ月に１回開催する定時監査役会に出席するほか、必要に応じて随時に監査役会を開催し、監査実施状況等について情
報交換及び協議を行うとともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行います。

d.監査役は、監査の実効性を確保するため、必要に応じて内部監査部門のほか、監査法人及び弁護士等の社外専門家を活用することができるも
のとします。

e.監査役は、調査を必要とする場合には、内部監査部門等に協力・補助を要請し、監査が効率的に行われる体制を構築します。

f.監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めた場合には、当社はこれに応じます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、反社会的勢力との不適切な関係は一切ございません。

また、「反社会的勢力排除についての基本方針」を定め、以下のとおり宣言しております。

イ．反社会的勢力に対応する役職員の安全を確保します。

ロ．反社会的勢力による被害を防止するために、警察・暴力追放運動推進センター・ 弁護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築し、経営

陣以下組織全体で対応します。

ハ．反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係を持ちません。また、反社会的勢力による不当要求は拒絶します。

ニ．反社会的勢力による不当要求に対しては、毅然として対応し、あらゆる民事上の法的対抗手段を講ずるとともに、刑事事件化も躊躇しません。

ホ．どのようなときも裏取引を行いません。また反社会的勢力への資金提供は絶対にしません。

へ．反社会的勢力による被害を防止するために、反社会的勢力との雇用関係その他一切の労働契約を締結しません。

ト． 反社会的勢力に関する情報を、関係機関と協力するなどして収集し、適切に活用して反社会的勢力を排除します。

このほか、排除体制として、「反社会的勢力排除に係る規程」、「反社会的勢力対応マニュアル」等の各種規程類を制定のうえ、コーポレート統括
部門を主管部門として、対応体制の整備、業務対応及び教育研修を行っております。なお、役職員に対する教育研修につきましては、新入社員及
び中途社員の入社時研修や、新たに部門長となった従業員を対象に実施される新任管理者研修において実施されるコンプライアンス研修及び年
１回開催する全従業員を対象としたコンプライアンステストの機会を利用して実施しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、株主の負託に応え受託者責任を全うするためには、当社グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上が重要な経営課題
であると認識しております。

そのため、当社は、現在、買収防衛策を導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

－




